市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 12 月 議決 分 ) 
平成 26 年 1 月 10 日 現在 





市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








盛 岡 市 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 20 日 
【 提 出 先 】 内 闘 総理 大 臣 、 内 痢 官房 長官 、 財 務 大 臣 、 経 済 財政 政策 担当 大 臣 、 
衆議院 議長 、 参 議院 議 


【 件 名 】 新 聞 へ の 消費 税 軽減 税率 適用 を 求め る 意見 書 





私 た ち は 、 新聞 を 含む 文字 文化 は 、 米 、 水 な ど と と も に 、 日 本 の 国 を 形 づ く っ て きた 
基礎 的 材 と 考え ます 。 さ ら に 、 新 聞 は 、 そ の 戸別 配達 網 に よっ て 国 の 内 外 の 多様 な 情報 
を 全国 くま な く 日 々 ほぼ 同じ 時 刻 に 届け 、 国 民 の 知る 権利 と 議会 制 民 主 主 義 を 下支え す 
る と と も に 、 文 字 文化 の 中 軸 の 役割 を 果たし て いま す 。 

国土 が 狭く 、 資源 も 少な い 我 が 国 が 世界 有数 の 先進 国 と な っ た の は 、 国民 の 伝統 的 な 
勤 入 性 と と も に 、 新聞 の 普及 と 識字 率 の 高 さ が 学力 、 技術 力 を 支え る 役割 を 長く 果たし 
て きた こと に よる こと は 広く 認め られ る と ころ で す 。 ヨー ロッ パ 諸 国 を 見 て も 、 大半 の 
先進 国 が 新聞 へ の 軽減 税率 措置 を 講じ て お り 、「 新 聞 の 軽減 税率 は 常識 」 と され て いま 
す 。 
引き 上 げ ら れる 消費 税率 が 新聞 に も 一 様 に 適用 され る と 、 広 く 安価 に 新聞 が 購読 で き 
る 国民 の 公共 利益 を 阻害 する 懸念 が あり ます 。 特 に 岩手 県 に お いて は 、 東日本 大 震 災 で 
新聞 が 情報 伝達 に 果たし た 役割 が 大 きく 、 そ の 後 の 復興 に 欠か せな い 情 報 源 と な っ て い 
ます 。 

現在 、 深刻 な 活字 離れ が 進む 中 で 、 書籍 と と も に 新聞 の 購読 率 も 低下 傾向 に あり 、 新 
聞 を 全く 知ら な いで 育つ 子供 が ふえ る な ど 、 次 の 世代 の 知 的 水準 に 大 き な 影 響 を 及ぼ す 
も の と 深く 憂 慮 され て いま す 。 さ ら に 、 消 費 税率 が 引き 上 げ ら れる と 、 新聞 離れ が ます 
ます 加速 する 恐れ が ある と 危 恨 し て いま す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 消 費 税 の 新聞 へ の 軽減 税率 の 適用 を 実現 する よう 求め ます 。 














































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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盛 岡市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 20 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 


【 件 名 】 生 涯 に わた る スポ ー ツ ライ フ を 実現 させ る た め の 多 目的 広場 の 新設 を 
求め る 意見 書 











グラ ウン ド ・ ゴ ルフ は 、 文部省 ( 現 文部 科学 省 ) の 生涯 スポ ー ツ 推進 事業 の 補助 制度 
を 受け て 、 昭 和 57 年 (1982 年 ) に 、 鳥 取 県 泊 村 ( 現 湯 梨 浜町 ) で 誕生 し まし た 。 
グラ ウン ド ・ ゴ ルフ は 、 ス ポー ツ に 人 間 を 合わ せる の で な く 、「 人 間 に ス ポー ツ を 合 
わせ る 」 と いう 発想 を 大 切 に する スポ ー ツ で 、 老 若 男 女 、 運 動 の 得意 、 不 得意 、 障 が い 
の 







































































有無 な ど に か か わら ず 、 誰 も が 楽し め る 生涯 スポ ー ツ と し て 定着 、 発展 し て お り 、 全 
国 的 に は グラ ウン ド ・ ゴ ルン 愛好 者 は 3 百 万 人 と も 言わ れ て いま す 。 
本 市 に お いて は 、 盛 岡市 グラ ウン ド ・ ゴ ルフ 協会 の 304 名 (16 支部 ) の 会 員 を 含め 
推定 1, 000 名 の 愛好 者 が 、 地域 ご と に 公共 施設 や 広場 で プレ ー を 毎日 楽し ん で いま 














































































































て 、 
す 。 
平成 7 年 か ら 盛 岡市 民 体育 大 会 に グラ ウン ド ・ ゴ ルフ 競技 も 加わ り ま し た 。 そ し て 、 
優勝 杯 を 目指 し て 切 確 到 磨 し つつ 、 健 康 増進 に 努め て いま す 。 
本 市 は 、 盛岡 市 スポ ー ツ 推進 計画 に お いて 「 ス ポー ツ の 力 が 礎 岡 の 未来 を 創る 」 の 基 
本 方 針 を 掲げ 、 市 民 の 健康 管理 と 生き が いづ くり に 取り 組ん で いま す 。 

し か し 、 生涯 スポ ー ツ と し て 最適 な グラ ウン ド ・ ゴ ルフ の 活動 の 拠点 と な る 多目的 広 

、 本 市 に は な い の が 現状 で す 。 参加 者 が 1、700 名 の 全国 大 会 、 参 加 者 が 800 名 の 

Oe a ti 
に は 、 サッ カー 場 4 面相 当 の 広 さ が 必要 で す が 、 その よう な 施設 は 岩手 県 内 で も 数 少な 
い の が 現状 で す 。 

よっ て 、 県 に お いて は 、 県 都 盛岡 市 ! 
置 す る こと の 重要 性 を 認識 し 、 下 記事 
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ly 










































































こ 生 涯 スポ ー ツ の 活動 拠点 と な る 多目的 広場 を 設 
項 に つい て 実現 する よう 求め ます 。 

記 

生涯 スポ ー ツ の 活動 拠点 と し て 、 各 種 大 会 が 開催 で きる 多目的 広場 を 新設 する こと 。 







































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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盛 岡市 








【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 20 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 外 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 
経済 財政 政策 担当 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 

【 件 名 】T PP 交渉 に 関す る 意見 書 


経済 産業 大 臣 、 





TTPP 交渉 は 、10 月 の イン ド ネ シア ・ バ リ で の 首脳 会 合 に お ける 指示 に 従い 、 年 内 
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妥結 を 目指 し て 議論 が 進め られ て きま し た 。 政府 に よる 情報 開示 が 十分 で な い 中 、 輸出 
私 が 重要 品目 の 関税 撤廃 を 強く 求め て いる と 報じ られ 、1 月 以降 の 会 合 に お いて 、 な し 
し 的 な 譲歩 が 行わ れる の で は な いか と 、 生 産 現場 の 不安 が 高まっ て いま す 。 












































私 た ち は 、 国 が 4 月 の 衆議院 及び 参議 院 で の 農林 水産 委員 会 の 決議 を 

















厳守 し 、 農業 者 





を 裏切る よう な 交渉 を 決し て 行わ か ない と 信じ て いま す 。 ま た 、 本 市 内 農業 者 に お いて は 、 
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HH ら も 所 得 増大 に 向け た 販売 力 強 化 の 実践 な ど に より 持続 可能 な 農業 を 実現 し 、 消 費 者 





と の 信頼 に 基づき 、 安全 ・ 安 心 な 農 畜 産物 を 安定 的 に 供給 する と いう 責務 を 将来 に わた 
っ て 果たし て いく 決意 を 持っ て いま す 。 その た め に は 、 国土 条件 の 違い を 是正 する 適切 






























































な 水準 の 国境 措置 は 必要 不可 欠 で す 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記事 項 に つい て 実現 する よう 求め ます 。 
1 衆議院 及び 参議 院 で の 農林 水産 委員 会 決議 を 必ず 実現 する こと 。 









































Du 


2 秘密 保持 契約 の 中 で も 、 国 民 の 間 に 将 来 不安 を 生じ させ な いた め 、 情 報 開示 を 


徹底 し 、 利 害 関 係 者 の 意見 を 交渉 過程 に 確実 に 反映 させ る こと 。 























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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宮古 市 





議決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 13 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
国土 交通 大 臣 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 ( 防 災 担 当 ) 
【 件 名 】 積 雪 寒 冷 地域 対策 の 推進 を 求め る 意見 書 


(趣旨 ) 


積雪 寒冷 地域 は 過疎 化 や 高齢 化 が 進行 し 、 除 雪 体 制 の 確保 が 困難 と な っ て いる こと か 
ら 、 除 排 雪 体制 の 整備 促進 に つい て 強く 求め る 。 
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(理由 ) 
近年 、 積雪 寒冷 地域 は 、 過疎 化 や 高齢 化 の さら な る 進行 に より 地域 の 克 雪 力 の 低下 が 
顕著 と な っ て いる ほか 、 地 域 の 除雪 体制 を 担っ て いた 地元 建設 業者 の 経営 体力 低下 に 伴 
う 大 幅 な 減少 、 持続 可能 な 除雪 体制 の 確保 が 困難 と な る な ど 、 現状 の レベ ル の 克 雪 力 す 
ら 維持 す る こと が 容易 で な い 状 況 に な りつ つ あ る 。 

先般 、 改定 され た 国 の 豪雪 地帯 対策 基本 計画 に より 、 雪 処 理 の 担い 手 確保 に 向け た 除 





























































































































排 雪 の 体制 の 整備 、 空 き 家 に 係る 除 排 雪 等 の 管理 の 確保 等 が 求め られ て いる こと か ら 、 
還 に お いて は 、 以 下 の 項目 に つい て 強く 推進 する こと を 求め る 。 
記 

1 地方 自治 体 が 安心 し て 、 万 全 の 道路 除雪 が で きる よう 、 道 路 除 害 費 、 除 害 機械 
購入 費 等 に 係る 国庫 支出 総額 の 確保 を 図る こと 。 

2 新た に 創設 され た 道路 除雪 補助 や 豪雪 時 に お ける 臨時 特例 措置 等 を 確実 に 実施 
する と と も に 、 積 雪 寒 冷 地 域 の 道路 除雪 に 関す る 財政 需要 に 配慮 し た 特別 交付 税 を 
配分 する こと 。 

3 雪 処 理 の 担い 手 の 確保 ・ 育 成 の た め に 、 建設 業 団体 や N PO 団体 と の 連携 協力 体 
制 の 整備 促進 に 向け た 支援 と と も に 、 空 き 家 の 除 排 害 等 が 適切 に 行わ れる よう に す 
る た め の 総 合 的 な 法制 度 の 整備 や 財政 支援 を 図る こと 。 



















































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 














市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 25 年 12 月 19 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 
【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 強化 を 求め る 意見 書 





私 立 高等 学校 は 、 こ れ ま で 子ども た ちの 学ぶ 意欲 に こたえ る 特色 ある 教育 を 積極 的 に 
展開 し 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 、 社 会 の 各 分 野 で 活躍 で きる 人 材 を 輩出 し て きま し た 。 
し か し な が ら 、 少 子 化 に よる 生徒 数 の 減少 等 に より 私 立 高等 学校 の 経営 は 厳し さ を } 
し て いま す 。 高等 学校 等 就学 支援 金 制度 が 創設 され 、 教育 費 の 保護 者 負担 の 軽減 が 図ら 
れ た も の の 、 依然 と し て 公私 間 に は 、 公費 支出 や 保護 者 負担 に 大 き な 格 差 が あり 、 私 立 
高等 学校 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 と な っ て いま す 。 
NN 教育 条件 の 維持 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
、 私 立 高等 学校 の 経営 の 健全 性 を 高め て いく た め 、 公費 助成 の 一 層 の 充実 が 求め られ 
9 
よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 中 学校 を 卒業 する 者 の 減少 が 見 込ま れる 地 
域内 の 私 立 高等 学校 に 対す る 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 の 充実 強化 を 図ら れる よう 強 
く 求め ます 。 















































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 19 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 と 国 へ の 助成 制度 の 一 層 の 拡充 を 求め る 意見 書 


私 立 高 等 学校 は 、 こ れ ま で 子ども た ちの 学ぶ 意欲 に こたえ る 特色 ある 教育 を 積極 的 に 
展開 し 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 、 社 会 の 各 分 野 で 活躍 で きる 人 材 を 輩出 し て きま し た 。 
し か し な が ら 、 少 子 化 に よる 生徒 数 の 減少 等 に より 私 立 高等 学校 の 経営 は 厳し さ を 
し て いま す 。 高等 学校 等 就学 支援 金 制度 が 創設 され 、 教育 費 の 保護 者 負担 の 軽減 が 図ら 
れ た も の の 、 依然 と し て 公私 間 に は 、 公費 支出 や 保護 者 負担 に 大 き な 格差 が あり 、 私 立 
高等 学校 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 と な っ て いま す 。 
また 、 県 内 に は 、 平 成 23 年 3 月 の 東日本 大 震 災 で 被災 し た 施設 や 設備 の 復旧 に 多額 
の 費用 を 要 し た 高等 学校 や 、 老 朽 化 し た 校舎 の 耐震 化 対策 を 講じ る 必要 が あり な が ら 、 
早期 の 整備 が 困難 な 高等 学校 も あり ます 。 

こう し た 状況 の 中 、 教 育 条 件 の 維持 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 高等 学校 の 経営 の 健全 性 を 高め て いく た め 、 公費 助成 の 一 層 の 充実 が 求め られ 
て いま すず す 。 
よっ て 、 県 に お いて は 、 次 の 事項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 
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1 中 学校 を 卒業 する 者 の 減少 が 見 込ま れる 地域 内 の 私 立 高等 学校 に 対す る 助成 の 
増額 を 含め 、 私 学 助成 の 充実 強化 を 図る こと 。 

2 私 立 高等 学校 に 対す る 経常 費 助 成 の 増額 な ど 、 私 学 助成 制度 の 一 層 の 拡充 を 国 に 
求め る こと 。 























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 25 年 12 月 18 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 所 得 税法 第 56 条 の 廃止 を 求め る 意見 書 











これ まで 我が国 の 中 小 零 細 商 工業 者 は 、 地 域 経 済 の 担い 手 と し て 日 本 経済 の 発展 に 大 
きく 貢献 し て きた 。 
BN }*」 (自家 労 賃 ) は 、 所 得 税法 第 
6 条 に お いて 、「 配 偶 者 と その 他 の 家族 が 事業 に 従事 し た と き 、 そ の 対価 の 支払 い は 必 
A の 
事業 主 の 所 得 か ら 控 除 さ れる 家族 従業 者 の 働き 分 は 、 配 偶 者 の 場合 86 万 円 、 そ の 他 
の 家族 の 場合 は 50 万 円 で あり 、 家 族 従業 者 は この わずか な 控除 が 所 得 と みな され る 。 
この た め 、 社会 的 に 自立 で き な い 状況 と な っ て お り 、 家業 を 手伝い た く て も 手 伝 え な い 
な ど 、 後 継 者 不足 に 拍車 を か け て いる 。 

税法 上 で は 、 青色 申告 に すれ ば 給料 を 経費 に 計上 する こと が で きる が 、 同じ 労働 に 対 
し て 、 青 色 と 白 色 で 差 を 付け る 申告 制度 自体 に 不 公平 感 が ある 。 

ドイ ツ 、 フ ラン ス 、 ア メリ カ な ど 世 界 の 先進 主要 国 で は 、「 自 家 労 賃 を 必要 経費 」 と 
し て いる 中 、 国 連 な ど か ら 見 直し を 求め る 声 も 出 て いる 。 
税法 上 も 、 民法 、 労働 法 や 社会 保障 上 で も 家族 従業 者 の 人 権 保障 の 基礎 を 作る た め 
も 、 所 得 税法 第 56 条 を 廃止 する こと を 求め る も の で ある 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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久慈 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 18 日 


【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 


【 件 


去る 12 月 6 日 、 参 議院 本 会 議 に お いて 特定 秘密 の 保護 に 関す る 法律 (以下 「 法 律 


参議 院 


識 長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総務 大 臣 、 法務 大 臣 、 外務 大 臣 、 


内 閣 官房 長官 、 国 家 公 安 委員 長 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 ( 少 子 化 対策 担当 ) 
名 】 特 定 秘密 の 保護 に 関す る 法律 の 抽 速 な 成立 に 抗議 し 法律 の 抜本 的 な 見 直 
し を 求め る 意見 書 















































上 








と いう 。) は 、 極 め て 押 速 な 国会 審議 に より 可決 ・ 成 立 し た 。 





この 法科 
止 の 4 分 野 の 中 





や 運用 な どの 妥当 司 





























討論 で の 




















織 で あり 、 


きど 赴 


り 、 


当 相 答弁 に お いて 





いま だ その 客観 性 は 担 











EE で は 特定 秘密 に 関し て 、 





防衛 、 外交 、 特定 有害 活動 の 防止 、 テ ロリ ズム の 防 




















保全 








で 、 行政 機関 の 長 が 指定 する こと と し て いる が 、 その 秘密 の 定義 が あい 
まい で あり 、 歯止め な く 拡 大 解 収 され る お それ が ある 。 ま た 、 国 か ら 独 立 し 、 秘 密 指 定 
E の チェ ッ ク を 行う 第 三 者 機関 の 設置 に つい て も 、12 月 4 日 の 党 


































































































監視 委員 会 」 の 設置 が 下さ れ た が 、 あ くま で 政府 内 組 
保 さ れ て いな い 。 



































これ を 全 
し か し 


や 、 取 材 ・ 


する 明確 








面 
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的 に 癌 定 す る も 

































































欠か せな い 。 こ の まま で は 、 
定期 間 も 恒 久 化 され る 危険 性 も 高 


さら 


れ た 場合 、 国政 























(こつ いて 
る 。 
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よっ て 、 





の 法律 が 、 


到 会 の 秘 秘 会 開 








始 に お いて は 、 






































抽 速 な 国会 審議 




















抜本 的 に 











フロ 








民 ヨ 


選 が 我が国 の 安全 保障 の た め 、 秘 密 を 指定 する 必要 が ある こと に つい て は 、 





の で は な い 。 























が ら 、 国民 の 知る 権利 を 守る た め に は 、 国民 が 求め た 文書 の 公開 範囲 の 拡大 
報道 の 自 MR に 、 第 三 者 機関 に お いて 、 秘 密 に 関 
基準 を 策定 し 、 そ の 省 


























呈 囲 を 必要 最小 限 に と ど め 、 適正 な 管理 に 努め る こと が 


























行政 機関 に よる 恋 意 的 な 秘 徐 指定 や 運用 が され 、 秘密 の 指 











い 。 











に 、 国 会 と の 関係 に お いて は 、 行 政 機関 の 長 の 判断 で 国会 へ の 情報 提供 が 拒否 さ 
月 査 権 の 機能 が 発揮 され な い ば か りか 、 特 定 秘密 と し て 指定 され た 事項 

























































































催 が 要件 と され る な ど 、 調査 ・ 審 議 に お ける 重大 な 制約 と な 



































モモ 義 の 根幹 に か か わり 、 人 権 を 大 きく 制約 し か ね な いこ 
に より 成立 し た こと に つい て 抗議 する と と も に 、 こ の 法律 を 
直す よう 強く 要望 する 。 





上 記 の と お り 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








遠 野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 13 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 ) 

【 件 名 】T PP 交渉 に 関す る 意見 書 


























年 内 合意 を めざす と し て いる TP P 交 渉 は 、 呈 
7 月 に TPP 交 渉 に 参加 し 政府 は 、 再三 に CE 
品 5 分 野 の 関税 撤廃 の 除外 等 を 決議 し 、 参議 院 選挙 で も 同様 の 公約 を 打ち 出し 、 選挙 
戦い まし た 。 衆参 の 農水 委員 会 は 、 農産 品 5 分野 の 関税 撤廃 が 除外 で き な い 場合 は 、 交 
渉 か ら 離 脱 す る こと を 明記 し た 決議 を あげ て いま す 。 さ ら に 政府 は 、 情 報 開示 を 約束 し 、 
国民 的 議論 の 重要 性 を 強調 し て きま し た 。 

し か し な が ら 、10 月 の TPP 首 脳 会 議 を 前 後 し て 、 農 産物 重要 5 分 野 の 聖域 見 直し 
を 容認 する 動き を 強め 、 保 秘 契 約 を 理由 に 情報 の 公開 を 拒否 し て いま す 。 
この まま 推移 する な ら 、 国民 は 交渉 の 内 容 や や 経過 、 日 本 政府 が 何 を 主張 し た か も 知る 
こと な く 結 論 だ け を 押し 付け られ る 危険 性 が あり ます 。 

TP P は 、 農林 漁業 、 食 の 安全 、 医療 制度 、 保険 な ど 、 国民 生活 に 広く 影響 を 及ぼ し 
I SD 条項 は 国家 主権 を 揺るが し か ね な い 重 大 な 問題 を 含ん で いま す 。 

こう し た 不安 や 疑念 が 払拭 され な いた め 、 こ れ ま で 44 道府県 や 全市 町 村 の 8 割 余 に 
お よぶ 議会 が 、 反対 な いし 慎重 な 対応 を 求め る 決議 を 行い 、 広範 な 分 野 の 団体 が 交渉 に 
反対 し て きま し た 。 国 論 を 二分 し た 世論 状況 に あり ます 。 
この よう に 、 国民 的 議論 の 不 十分 さ に 加え て 、 国益 を 守れ る 保障 が な く 、 情 報 す ら 公 
開 で き な い TTPP 交渉 は 撤退 する 以外 あり ませ ん 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 TP 交渉 に つい て 次 の と お り 取 り 組 まれ る よう 強く 求め ま 
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記 
1 TPP 交 渉 の 内 容 を 国民 に 開示 する こと 。 
2 農産 品 重 要 5 分 野 の 関税 撤廃 が 除外 で き な い 場合 は 、TPP 交 渉 か ら 撤 退 す る 














以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 








八幡 平 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 16 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 法 務 大 臣 、 
国土 交通 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 

【 件 名 】 免税 軽 油 制度 の 継続 を 求め る 意見 書 


ュー 





ーー 

















これ まで 観光 レジ ャ ー 産 業 の 発展 に 頁 献 し て きた 免税 軽油 制度 が 、 地 方 税法 の 改正 
伴い 、 平 成 27 年 3 月 末 で 廃止 され る 状況 に あり ます 。 

免税 軽油 制度 は 、 軽油 引取 税 (1 リッ トル 当たり 32 円 10 銭 ) を 免除 する 制度 で 、 農 
業 用 機械 や 鉄道 、 船 舶 、 倉庫 、 港 湾 で の 荷役 用 途 車 両 な ど 道路 を 使用 し な い 車 両 、 機 械 
の 燃料 用 の 軽油 に つい て は 免税 が 認め られ て きた も の で す 。 
当 市 に お いて も 、 索 道 事業 者 が 使う スキ ー 場 の コー ス 整 備 の た め の ゲ レン デ 整 備 車 、 
人 工 降雪 機 、 管 理 車両 、 機 械 等 の 軽油 に つい て 申請 に 基づき 免税 が 論 め られ て き て お り 、 
大 き な 援 助 制度 た な っ て いた も の で す 。 

この 制度 が な く な れ ば 大 き な 人 負担 増 を 強い られ 、 市 内 の スキ ー 場 等 の 経営 維持 が ます 
ます 困難 に な る と と も に 、 岩 災 か ら の 復旧 、 復 興 に も 影響 が 大 きく 、 農 林業 な ど に も 計 
り 知 れ な い 悪 影響 を 与え る こと と な り ま す 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 免 税 軽 油 制度 が 継続 され る よう 、 強 く 要 望 す る も の で す 。 



















































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 いた し ます 。 














市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 16 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 外 務 大 臣 、 文 部 科学 
大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 

【 件 名 】 重要 5 品 目 の 聖 域 す ら 守 れ な い T PP 交渉 か ら 撤退 する こと を 求め る 
意見 書 




















日 本 政府 は 7 月 23 日 マレ ー シ ア で 開催 され た 第 18 回 TP P 交 渉 に 正式 参加 し 、 秘密 
保護 に 関す る 書簡 を 交換 し た 。 こ れ に より 、 交 渉 中 の 条文 や 各国 の 提案 内 容 と 関連 文書 、 
交渉 で の や り と り し た 情報 は 、 関係 国 が 同意 し な い 限 り 秘 密 の 対象 と な り 、 協定 発効 後 
4 年 間 秘密 扱い さき れる こと に な っ た 。 こ の こと は 、 安倍 首相 の 「 国 民 へ の 情報 提供 に つ 
いて は 、 今 後 と も 公開 で きる こと は 、 状況 の 進展 に 応じ し て し っ か り と 国民 の 皆さん に 提 
供し て まい り ま す 。」 と の 国会 答弁 や 決議 を 担保 で き な く な っ て いる 。 

そもそも TPP は 関税 ・ 非 関税 障壁 の 撤廃 が 大 前 提 で 、 食 糧 自 給 率 の 確保 や 安全 性 、 
馬 診 療 や 医療 へ の 株 式 会 社 の 参入 、 公共 事業 の 地元 企業 優先 の 撤廃 、 不平 等 な 1 SD 
条項 の 締結 等 、 国民 生活 に 大 き な 影 響 が ある こと は 明らか で あり 、 一 部 の 多国 籍 企業 だ 
Mi i 母 る 条約 で ある 。 

一 次 産業 を 基幹 産業 と する 奥州 市 の 地域 経済 に も 壊滅 的 な 打撃 を 与え 、 過 疎 化 と 高 
MM 
こと に な る こと は 明らか で ある 。 

よっ て 以下 の 事項 を 強く 求め る も の で ある 。 
記 
国 に お か れ て は 、 重 要 5 品 目 の 聖 域 す ら 守 れ な い T PP 交渉 か ら 直 ち に 撤退 する 
こと 3 























































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 3 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 a 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 
【 件 PR 


























来年 4 月 に 実施 が 予定 され て いる 消費 税 増 税 は 、 税 率 を 来年 4 月 か ら 8 %、2015 年 
10 月 か ら 109% に する も の で 、 絵 額 13.5 兆 円 の 大 増税 で す 。 

この 間 の 各種 世論 調査 で 、 予 定 ど お り 来 年 4 月 か ら 8 % へ の 増税 実施 に 震 成 な の は 2 
割 前 後に 過ぎ ませ ん 。 消費 税 の 増税 に 反対 の 国民 だ け で な く 、 消 費 税 増税 や なむ な し と す 
る 人 々 で も その 多く は 、 実施 の 先送り や 引き 上 げ 幅 の 検討 を 求め て いま す 。 安倍 首相 の 
ブレ ー ン の 有力 者 た ちゃ も 、 先送り な ど を くり か え し 表明 し て いま す 。 来年 4 月 の 8% へ 
の 大 増税 が 、 景気 に マイ ナス の 影響 を 及ぼ すこ と 、 と くに 低 所 得 者 層 を は じ め 国 民 に は 
大 き な 負 担 を 強い る こと を 否定 する こと は 誰 も で きま せん 。 

1997 年 を ビ ピーク に 国民 所 得 は 減り 続け 、 平 均 給与 は 年 収 で 70 万 円 も 減少 し て いま す 。 
こん な 時 に 大 増税 を 強行 すれ ば 、 暮らし が 成り 立た な く な り 、 地域 経済 も 打撃 を 受け ま 
SS 財政 危機 を さら に 悪化 させ る こと に な り ま す 。 

よっ て 、 以 下 の 事 項 に つい て 強く 求め ます 。 



































































































































































































































































































































4 月 か ら の 消費 税 増税 を 中 止 す る よう 求め ます 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 3 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 16 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 

【 件 名 】 特 定 秘密 の 保護 に 関す る 法律 の 抽 速 な 成立 に 抗議 し 、 法 律 の 抜本 的 な 
見 直し を 求め る 意見 書 


12 月 6 日 、 参 議院 本 会 議 に お いて 特定 秘密 の 保護 に 関す る 法律 (以下 、「 法 律 」 とい 
う 。) は 、 極 め て 抽 速 な 国会 審議 に より 可決 ・ 成 立 し た 。 

この 法律 で は 特定 秘 徐 に 関し て 、 防衛 、 外交 、 特 定 有害 活動 の 防止 、 チ ロリ ズム の 防 
止 の 4 分 野 の 中 で 、 行政 機関 の 長 が 指定 する こと と し て いる が 、 そ の 秘密 の 定義 が あい 
まい で あり 、 歯止め な く 拡 大 解 息 さ れる お それ が ある 。 ま た 、 国 か ら 独 立 し 、 秘 密 指 定 
や 運用 な どの 受 当 性 の チェ ッ ク を 行う 第 三 者 機関 の 設置 に つい て も 、12 月 4 日 の 党 



























































































































































討論 で の 答弁 に お いて も 「 保 全 監 視 委員 会 」 の 設置 が 示さ れ た が 、 あ くま で も 政府 内 組 
織 で あり 、 い まだ その 客観 性 は 担保 され て いな い 。 
も と より 、 国 が 我が国 の 安全 保障 の た め 、 秘 密 を 指定 する 必要 が ある こと に つい て は 、 






































これ を 全面 的 に 否定 する も の で は な い 。 

し か し な が ら 、 国民 の 知る 権利 を 守る た め に は 、 国民 が 求め た 文書 の 公開 範囲 の 拡大 
や 、 取 材 ・ 報 道 の E I に 、 第 三 者 機関 に お いて 、 秘 密 に 関 
する 明確 な 基準 を 策定 し 、 そ の 範囲 を 必要 最小 限 に と ど め 、 適正 な 管理 に 努め る こと が 
欠か せな い 。 こ の まま で は 、 行 政 機関 に よる 恋 意 的 な 秘密 指定 や 運用 が され 、 秘 密 の 指 
定期 間 も 恒 久 化 さ れる 危険 性 も 高い 。 

さら に 、 国 会 と の 関係 に お いて は 、 行政 機関 の 長 の 判断 で 国会 へ の 情報 提供 が 拒否 さ 
れ た 場合 、 国政 調査 権 の 機能 が 発揮 され な い ば か りか 、 特定 秘密 と し て 指定 され た 事項 
に つい て 国会 の 秘密 会 開催 が 要件 と され る な ど 、 調 査 ・ 審 議 に お ける 重大 な 制約 と な る 。 

よっ て 、 民主 主義 の 根幹 に か か わり 、 人 権 を 大 きく 制約 する 危険 性 の 高い この 法律 が 
換 速 な 国会 審議 に より 成立 し た こと は 、 極 め て 遺 層 で ある こと か ら 抗 議 す る と と も に 以 
下 の 事項 に つい て 強く 求め る 。 
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記 
特定 秘密 の 保護 に 関す る 法律 を 抜本 的 に 見 直す こ 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 政 府 が 米 の 需給 と 価格 に 責任 を 持つ 米 政策 の 確立 を 求め る 意見 書 


政府 が 進め る 農政 の 転換 に よっ て 引き 起こ され る の は 、 今 で さえ 生産 費 を 下回っ て い 
る 米価 の さら な る 暴落 で あり 、 米 の 直接 支払 交付 金 の 半減 及び 廃止 に よっ て 、 農家 経営 
に 重大 な 打撃 と な る こと は 避け られ ませ ん 。 特に も 、 大 規模 農家 や 集落 営農 組織 な どの 
担い 手 ほ ど 影 響 が 大 きい こと が 懸念 され 、 地 域 農 業 と 農村 社会 に 取り 返し の つか な い 事 
態 を 招き か ね な いも の で す 。 

国際 的 に 食料 不足 が 深刻 化し て いる も と で 、 食 料 の 増産 は 緊急 の 課題 で やる に も 関わ 
ら ず 、 この 農政 の 転換 は 、 生産 の 拡大 と 食料 の 安定 供給 に 対す る 政府 の 責任 を 放 乗 す る 
も の で あっ て 、 到 底 容 認 で きる も の で は あり ませ ん 。 

よっ て 、 奥 州 市 議会 は 、 以 上 の 趣旨 に か ん が み 、 次 の 事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 

記 

1 食料 自給 率 を 向上 させ る こと を 最 優先 に 、 政 府 が 米 の 需給 と 価格 に 責任 を 持つ 

政策 を 確立 する こと 。 

2 現行 の 経営 安定 政策 の 縮小 ・ 廃 止 方 針 を 中 止 し 、 拡 充 す る こと 。 










































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 16 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 環 境 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 
農林 水産 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 消 費 者 店 担当 大 臣 

容器 包装 リサ イク ル 法 を 改正 し 、 発 生 抑制 と 再 使用 を 促進 する た め の 
法律 の 制定 を 求め る 意見 書 


【 件 名 


に | 





容器 包装 リサ イク ル 法 (容器 包装 に 係る 分 別 収集 及び 再 商品 化 の 促進 等 に 関す る 法 
律 」) は 、 リ サイ クル の た め の 分 別 収 集 ・ 選 別 保管 を 税 負担 で 行なう こと に な っ て いる 
た め 、 上 位 法 で ある 循環 型 社会 形成 推進 基本 法 の 3 R の 優先 順位 に 反 し て 、 リ サイ クル 
優先 に 偏っ て いま す 。 

この た め 、 家庭 か i 「 み 総 排 出 量 の 減量 は 不 十分 境 に よい リユース 容 

器 が 激減 し 、 リ サイ クル に re i 
す 。 

根本 的 な 問題 は 、 自治 体 が 税 負 担 で 容器 包装 を 分 別 収集 し て いる た め 、 リ サイ クル に 
必要 な 総 費用 の うち 約 8 割 が 製品 価格 に 内 部 化 さ れ て いな いこ と に あり ます 。 こ の た 
め 、 容器 包装 を 選択 する 事業 者 に は 、 真剣 に 発生 抑制 や 環境 配慮 設計 に 取組 も うと する 
イン セン ティ ブ (誘因 ) が 働か ず 、 ご み を 減ら そう と 努力 し て いる 市 民 に は 、 負担 の あ 
り 方 に つい て 不 公平 感 が 高まっ て いま す 。 

今日 、 気候 変動 防止 の 観点 か ら も 、 資源 の 無駄 遣い に よる 環境 負荷 を 減ら すこ と は 急 
務 で あり 、 デ ポジ ッ ト 制 度 の 導入 を は じ め と し た 事業 者 責任 の 強化 が 不可 欠 と な っ て い 
表す っ 

よっ て 、 奥州 市 議会 は 、 我が国 の HER HHRSIIE2 
府 及 び 国 に 対し 、 以下 の と お り 、 容 器 包装 リサ イク ル 法 を 改正 し 、 発生 抑制 と 再 使用 を 
促進 する た め の 法 律 を 制定 する こと を 強く 求め ます 。 

記 
1 MS 開 の 拡大 生産 者 責任 を 強化 し 、 リ サイ クル の 社会 的 コス ト を 低減 する た 
分 別 収集 ・ 選 別 保管 の 費用 に つい て 製品 価格 へ の 内 部 化 を 進め る こと 。 

2 A 

こと 。 

3 2R の 環境 教育 を 強化 し 、 リ ユー ス を 普及 する た め 、 学校 牛乳 の びん 化 が 促進 さ 

れる よう に 、 様 々 な 環境 を 整備 する こと 。 
































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 3 
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山田 町 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 13 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 海外 産 カ キ ・ ホ タテ 等 二 枚 具 の 種苗 等 へ の 対応 に 関す る 意見 書 


























東日本 大 震 災 ・ 大 津波 に より 壊滅 的 な 被害 を 受け た 水産 業 は 、 さ ま ざ ま な 補助 ・ 支 援 
を 受け 、 や っ と 道筋 が 見 える 状況 に な っ た 。 カ キ ・ ホ タテ 等 二 枚 上 内 の 養殖 漁業 に お いて 
も 、 次 年 度 か ら の 本 格 的 な 出荷 に 向け 、 全 力 で 取り 組ん で いる 。 

し か し 、 海外 産 の 病原 体 を 持つ 二 枚 上 内 が 三陸 沿岸 に 放 た れ 感 染 し 始め れ ば 、 まん 延 を 
防ぐ の は 困難 で あり 、 大 き な 被 害 を も た ら す と 学術 専門 家 が 警鐘 を 鳴ら し て いる 。 

この こと に つい て は 、 平 成 2 3 年 に 農林 水産 独 か ら 各 都 道 府 県 に 対し て 注意 喚起 の 文 
書 が 発出 され 、 岩手 県 か ら 漁協 に も 伝達 され て いる 。 し か し 、 現状 で は 輸入 規制 の 法律 
が な く 、 防 疫 体制 が 整備 され て いな い 。 

カキ ・ ホ タテ 等 二 枚 内 は 養殖 漁業 の 主力 貝類 で あり 、 復興 に お いて 重要 な 位置 づけ と 
な っ て いる 。 万 が 一 感染 が 広がれ ば 、 養殖 漁業 だ け で な く 漁 業 全体 の 衰退 を も 招き か ね 
な い 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 三陸 沿岸 の 養殖 漁業 を 守る た め 、 次 の 事項 に つ 
いて 実現 され る よう 要請 する 。 
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記 
1 海外 産 種苗 等 に 対す る 法 的 規制 や 防疫 体制 を 速やか に 整備 する こと 
2 海外 産 種苗 等 の 病原 体感 染 の 脅威 に つい て 、 漁 業 関係 者 へ の より 一 層 の 周知 徹底 
を 図る こと 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 20 日 





【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 、 岩 手 県 副 知事 、 保 健 福祉 部 長 、 


総務 部 長 


【 件 名 】 岩 手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 




















た 際 に 窓口 
れ ま す 。 














本 県 の 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 
で いっ た ん 法定 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 負 担 上 限 を 超え た 分 





一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 
み 、 東北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 導入 され て いま す 。 全国 で も 現物 給付 を 導入 し て い 




















る 都 道 府 県 が 過 


患者 に 

















化 防 止 の た め 


半数 と な っ て い 3 
と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 
以上 の 支払 い が 不 要 な こと で す 。 そ の た め 安 心 し 
療 に 繋げ る こと が 出来 ます 。 また 、 








医療 機関 を 受診 
> が 後日 払い 戻さ 


は 償 層 払い で す 。 制度 の 対象 者 は 


















































、 医 療 機関 窓口 に お いて 負担 上 限 まで の 支払 いで 済 







































































手続 き が 不要 で す 。 市 
医療 機関 に と っ て は 
以上 の 点 か ら 、 


















































(に つい て 








E す 。 


償 選 を 受け る た め 
村 に と っ て は 、 償 居 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 で す 。 
、 医 療 費 助成 給 


LL に お か れ て は 、 県 民 の 健康 増進 及び 





白 











負担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 それ 
て 受診 で き 、 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治 
に 必要 な 医療 費 助 成 給付 申請 書 の 


































































































二 申 請書 の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 が 不要 で す 。 
期 発見 ・ 早 期 治療 に よる 重症 





























































































































期 の 実現 を 求め ます 。 








記 


県 は 、 医 療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 を 導入 し て 下さ い 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 


























99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 20 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 衆 議院 議長 、 
参議 院 議 

【 件 名 】 都 道府県 単独 医療 費 助成 制度 に お ける 現物 給付 導入 に か か る 交付 金 削減 
の 撤廃 を 求め る 意見 書 


























岩手 県 の 医療 費 助 成 制度 の 給付 方 法 は 償 還 払い で す 。 

一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機 関 守口 に お いて 負担 上 限 ま で の 支払 いで 済 
み 、 東北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 導入 され ます 。 全国 で も 現物 給付 を 導入 し て いる 都 
道府県 が 過半 数 と な っ て いま す 。 

患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 それ 
以上 の 支払 い が 不 要 な こと で す 。 そ の た め 安 心して 受診 で き 、 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治 
療 に つなげ る こと が で きま す 。 また 、 償還 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助 成 給付 申請 書 
の 手続 き が 不要 で す 。 市町村 に と っ て は 、 償 還 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 で す 。 
医療 機関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 が 不要 で す 。 

し か し 現物 給付 を 導入 すれ ば 、 ベ ナル ティ と し て 国 か ら の 交付 金 が 削減 され て し まい 
ます 。 な ぜ 国 は 、 住民 の 健康 の た め に 愚者 負担 を 軽減 し て いる 自治 体 に 対し て ベ ナ ル テ 
ィ を 課す の で し ょ うか 。 そ も そ も 国 民 の 健康 を 守る こと は 、 憲 法 25 条 に も 規定 され て 
いる よう に 国 の 責務 で は な いで し ょ うか 。 

以上 の 点 か ら 、 国 に お か れ て は 、 住民 の 健康 増進 及び 早期 発見 ・ 早 期 治療 に よる 重症 
化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 の 実現 を 求め ます 。 

記 
国 は 現物 給付 を 導入 し て いる 自治 体 に 対す る 交付 金 の 削減 を や め て くだ さい 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 20 日 


【 提 


出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 


国家 公安 委員 長 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (少子 化 対策 ) 


【 件 





多く の 国 
衆院 本 会 議 で 11 月 
政府 が めざし て v 
報 を 
政府 の 原案 で は 、 
で ある 事項 、「 防 衛 
定 秘密 」 に 指 
れず 、「 特 定 有 害 活 
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ます 。 ま た 、 情 報 に 接近 


ます 。 し か し 、 何 が 秘密 に 
動 の 防止 」「 テ ロ 活 動 の 防止 」 を 理 | 
広範 な 情報 を 秘密 に する こと が で き 、 政 府 に と っ て 都合 の 悪い 情報 を 
し よう と する 様々 な 行為 が 処罰 





り 、 マ スコ ミ の 取材 や 
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この よう な こと か ら 、 国 ( 
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定 秘密 保護 


、 秘 密 を 取り 扱う 人 を 対象 に 
や プラ イバシー 権 が 侵害 され る こ 





名 】 特 定 秘密 の 保護 に 関す る 法律 の 撤廃 を 求め る 意見 書 








総務 大 臣 、 法 務 大 臣 、 外 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 


秘密 保護 法 を 、 安 倍 内 閣 と 与党 な ど が 
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匿 す る こと が 必要 」 
ロ 活 動 の 防止 」【 
指定 され た の か ! 
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日 、 強 行 成 立 さ せま し た 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 








定 秘密 保護 法 を 与党 の 数 に よる 強 1 


























99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 
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を 提出 し ます 。 





採決 で は と て も 


審議 を つく し た と いえ な い 法 律 は 撤廃 する よ 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 13 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 

【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 
割合 二分 の 一 復元 及び 教育 予算 拡充 を 求め る 意見 書 











公立 義務 教育 諸 学校 の 学級 編成 及び 教職 員 定 数 の 標準 に 関す る 法律 で は 、 小 学校 1 年 
生 の み 1 学級 35 人 と し て いま す が 、 岩 手 県 で は 、 本 年 度 加 配 措置 を 活用 し な が ら 35 
人 学級 を 小学 校 3 年 生ま で 拡大 し て いま す 。 

社会 状況 等 の 変化 に より 、 学 校 は 一 人 ひと り の 子ども に 対す る より きめ 細か な 対応 が 
必要 と な っ て いま す 。 ま た 、 指導 要領 の 本 格 実 施 に よっ て 、 授業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 
し て いま す 。 いじ め 、 不 全校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化す る 中 、 こ う し た こと の 解決 に 
向け て 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 支援 、 対応 を 行う た め に は 、1 学級 の 規模 を 引き 下 
げ 、 計 画 的 な 定数 改善 が ぜひ と も 必要 で す 。 

子ども た ち に と っ て は 、 誰 も が 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で 
す 。 三位一体 改革 に より 、 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割合 が 二分 の 一 か ら 三 分 
の 一 に 引き 下げ られ 、 地方 自治 体 財 政 を 圧迫 する と と も に 、 非 正 規 雇用 者 の 増大 に 見 ら 
れる よう に 教育 条件 格差 も 生じ て いま す 。 

将来 を 担い 、 社会 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 子 ど 
も や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育 成 ・ 創 出 か ら 雇用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ る 
必要 が あり ます 。 こ うし た 観点 か ら 、2014 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 
され る よう 強く 要望 し ます 。 


























































































































































































































































































































































































































記 
1 小 中 学 校 に お ける 1 学級 あたり の 定員 を 30 人 以下 と する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 
負担 割合 を 二分 の 一 に 復元 する こと 。 
3 学校 施設 整備 費 、 教 材 費 や 図 書 費 、 就 学 援助 費 や 奨 学 金 、 学 校 や 通学 路 の 安全 
な ど 、 特に も 被災 地方 自治 体 に お ける 教育 予算 が 十分 に 確保 で きる よう 、 地方 交付 
税 を 含め 国 の 教育 予算 を 拡充 する こと 。 























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 














